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第１章 総則 

 

１ 適用 

この仕様書は、鳥取県（以下「本県」という。）が所有する新幡郷発電所（水力発電所）で発

電する電力の売却の契約（以下「本契約」という。）に適用する。 

 

２ 電力の売却及び契約対象となる発電所 

本県は、次に掲げる発電所（以下「本発電所」という。）で発電する電力のうち、本発電所内

等で使用する電力を除いた全量（以下「売却電力量」という。）を買受人に売却する。 

名 称 所 在 地 型 式 最大出力 常時出力 

新幡郷発電

所 

鳥取県西伯郡伯耆町大字金廻字

上法蔵寺５－１番地 
水路式 9,200kW 1,700kW 

 
３ 売却期間 

令和３年４月１日０時から令和６年３月３１日２４時まで 

 

４ 売却電力量 

（１）目標売却電力量 

平成２２年度から令和元年度までの発電実績に基づき算定した目標売却電力量を次表に示す。

本発電所は水力により発電を行うことから、気象状況等により売却電力量が変動する特性があ

る。このことから実際の売却に当たっては、売却電力量を保証するものではない。 

また、売却電力量が目標売却電力量と比較して増減がある場合にも、買受人はその全量を購

入するものとする。 

                                    

                                  [単位：kWh]   

 新幡郷発電所 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

４月 4,122,000 4,122,000 4,122,000 

５月 2,602,000 2,602,000 2,602,000 

６月 2,596,000 2,596,000 2,596,000 

７月 3,332,000 3,332,000 3,332,000 

８月 2,717,000 2,717,000 2,717,000 

９月 3,523,000 3,523,000 0 

10月 3,397,000 3,397,000 0 

11月 2,707,000 2,707,000 0 

12月 3,575,000 3,575,000 0 

１月 3,741,000 3,741,000 0 

２月 4,186,000 4,186,000 0 

３月 5,250,000 5,250,000 0 

合計 41,748,000 41,748,000 15,369,000 
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（２）過去の送電電力量実績 

平成２９年度から令和元年度までの時間帯別送電電力量実績を「別紙１」に、令和元年度ま

での過去１０年間の月別送電電力量実績を「別紙２」に示す。 

（３）売却電力量の計量 

売却電力量の計量は、計量法（平成４年法律第５１号）の規定に従った電力量計（取引用電

力量計並びにその他計量に必要な付属装置及び区分装置をいう。以下同じ。）により買受人が

行うものとする。 

なお、売却電力量に１キロワット時未満の端数があるときは、小数点第１位を四捨五入する

ものとする。 

また、本契約の電力売却開始に伴い、一般送配電事業者から同者所有の電力量計の取替えを

要求された場合は、原則として本県が取替費用を負担して対応する。 

（４）売却電力量の計量の期間 

毎月１日の０時から同月末日の２４時まで 

 

５ 発電見込み 

（１）発電見込みの通知 

本県は買受人に対し、次表に定める予測値（以下「発電見込み」という。）を通知する。発

電見込みの通知方法については、原則ファクシミリ送信によるものとし、買受人の都合による

発電パターンの変更は行わない。 

   なお、河川からの流れ込み等による流量の増減があることから、発電見込みと実績値とは相

違することがある。 

通知の期限 通知内容 

前日の午前９時まで 当日と翌日の発電時刻、発電出力、使用水量 

及び１日の合計電力量 

（２）発電見込みの調整 

本県は、（１）の発電見込みの通知以降においても、事前に通知の上、河川管理者、利水関

係者からの要請、電力ひっ迫に伴うピークシフトなど社会的要請を受けて、発電パターンを調

整することがある。 

 

６ 発電停止及び出力制限 

本県は、次に掲げる事由により、発電見込みの通知以降においても、発電パターンを変更でき

るものとするが、可能な範囲において、発電停止又は出力制限時間の縮小や事前の通知に努める

ものとする。 

ただし、発電施設、送配電施設等の突発的な事故及び故障や異常出水による発電停止が発生し

た場合は、事後速やかな通知に努めるものとする。 

（１）本発電所の施設、設備の故障等 

ア 放流設備又は取水設備の故障又は故障に伴う点検等 

イ 発電機、水車及び付帯設備の故障又は故障に伴う点検等 

（２）自然河川の流量変動に対する対応 

（３）豪雨予想時のダム事前放流に伴う本発電所の発電放流の変更 

（４）利水関係者からの渇水時の放流要請 

（５）送電線、配電線の突発的な事故及び故障に起因する発電停止又は出力変更 

（６）河川内事故の発生など、警察機関、消防機関、水防機関、河川管理者等の要請に起因する発

電放流の変更 

（７）一般送配電事業者の指示等に基づく発電停止又は出力変更 
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（８）その他保安上必要であると判断した場合 

 

７ 設備の定期点検、修繕、更新等に伴う発電停止 

本県は、本発電所設備の保全及び維持のために、定期点検、修繕及び改修工事等（以下「定期

点検等」という。）により発電停止又は出力制限を伴う作業（以下「停電作業等」という。）が

できるものとし、上記３の売却期間における停電作業等の予定を「別紙３」に示す。 

定期点検等の実施に当たって、本県は発電停止日時を原則として買受人へ事前に通知すること

とし、本県は可能な範囲において、発電停止時間の縮小に努めるものとする。 

なお、設備の故障や不具合対策等による停電作業等の追加や期間の変更等が発生する場合があ

る。 

 

８ 発電バランシンググループ 

本県は、本契約の範囲内において買受人が発電契約者となる発電バランシンググループに所属

するものとする。なお、本県は発電バランシンググループ加入に係る経費を負担しない。 

また、本県が上記５に基づき通知した発電見込みと発電実績値の間に差分が発生した場合であ

っても、本県及び買受人ともに、その差分を根拠とした料金（以下「インバランス料金」という。）

の請求は行わないものとする。 

おって、発電バランシンググループ単位で、一般送配電事業者の託送供給等約款に定めるイン

バランス料金が発生した場合においても、本県及び買受人間において当該料金の精算は行わない

ものとする。 

 

第２章 電力量料金 

 

１ 電力量料金の算定 

買受人が本県に支払う毎月の電力量料金は、次の（１）から（３）までに定める算定方法によ

り算定した金額に消費税及び地方消費税相当額を加えたものとする。 

（１）毎月の電力量料金の算定方法は、売却電力量に電力量料金単価を乗じた金額とする。ただし、

この金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てるものとする。 

（２）本県は、電力量計に故障等が生じた際には、直ちに買受人にこれを通知するものとし、この

故障等の時間内における電力量の算定は、その都度、本県と買受人との間で協議の上決定する

ものとする。 

（３）消費税及び地方消費税相当額とは、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）の規定により課

される消費税及び地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定により課される地方消費税に

相当する金額の合算額をいう。 

（４）本発電所の売却する電力には、令和２年４月発電分より非化石価値取引市場での取引対象と

された固定価格買取制度が適用されていない非化石電源の非化石価値等の付加価値を含むもの

とする。 
ただし、非化石価値等の付加価値に関する法令の改正などにより必要が生じた場合は、本県

及び買受人は双方協議するものとする。 

 

２ 電力量料金の支払 

本県は上記１により算定された電力量料金を翌月１６日までに買受人に対し請求関係書類をも

って請求し、買受人は同月末日（以下「支払期日」という。）までに本県に支払うものとする。 

支払期日が土曜日、日曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）第３条

に規定する休日並びに１２月２９日から翌年の１月３日までの日に当たるときは、その翌日を支
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払期日とする。 
なお、買受人は自己の責めに帰すべき理由により、支払期日までに当該電力量料金を納付しな

い場合は、支払期日の翌日以降の遅延日数につき、鳥取県企業局財務規程（昭和３８年鳥取県企

業管理規程第８号）第６５条の５の規定により例によることとされる鳥取県会計規則（昭和３９

年鳥取県規則第１１号）第１２０条第１項に規定する率の割合で計算した遅延利息を本県に支払

うものとする。ただし、請求書の受領が翌月の１７日以降の場合は、請求書受領日から起算して

１５日を超える日数に応じてこの遅延利息を適用するものとする。 
 

第３章 その他 

 

１ 託送供給等の契約 

買受人は、本契約の電力の売却が延滞なく行えるよう、買受人の負担及び責任において一般送

配電事業者との託送供給等約款に基づく「接続供給兼基本契約申込」及び「発電量調整供給兼基

本契約申込」等の必要な手続きを速やかに行うものとする。 

また、本県に対し、買受人と一般送配電事業者との託送供給等契約書等の写しを提出するもの

とする。 

なお、「発電量調整供給契約」に伴い、本発電所は、本契約の範囲内において買受人が発電契

約者となる発電バランシンググループに所属するが、電力広域的運営推進機関への発電計画等の

提出や計画値同時同量に係るインバランス調整及び費用の負担は、買受人の責任において行うも

のとする。 

（１）売却電力量の遠隔計量（自動検針） 

買受人の負担により、本発電所内に新たに設備等を設置して、売却電力量の遠隔計量（自動 

検針）を行う場合は、事前に一般送配電事業者と協議して実現の可否を確認することとし、協 

議の結果、実施することとなった場合は、併せて本県の承諾を受けること。 

ただし、契約期間満了又は本契約の解除後は速やかに設置した設備等の撤去及び原状回復を 

行うものとし、設置及び撤去等に係る費用は全て買受人の負担とする。 

なお、責任分界点及び保守分界点は一般送配電事業者と協議の上、決定すること。 

（２）契約期間満了又は解除時における引継事務 

買受人は、契約期間満了又は本契約の解除があった場合には、次に本県と本契約を締結する

者に対して、上記の名義の変更等、託送供給等約款における必要な事務を遅滞なく行うものと

する。 
 

２ 記録 

本県及び買受人は、売却電力量など本契約の履行に関するデータの記録を行い、それぞれの要

請によりその写しを送付するものとする。なお、本県が保有する電力量に係るデータは１時間値

データである。 

また、買受人は本県の依頼により、買受人が供給する実績データ等について可能な範囲で本県

に提出するものとする。 

 

３ 守秘義務 

（１）契約履行上知り得た機密 

本県及び買受人は、本契約の履行上知り得た相手方の機密を第三者に漏らしてはならない。

このことは、契約期間満了又は本契約の解除後においても同様とする。 

ただし、本県が決算報告等のため、電力量や収入等を開示するなど地方公営企業として運営

上必要がある場合は、この限りではない。 
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（２）契約図書等の取扱い 

買受人は、契約図書及び関係図書を本契約の履行以外の目的で第三者に使用させ、又はその

内容を伝達してはならない。ただし、あらかじめ本県担当者の承諾を得た場合はこの限りでは

ない。 

 

４ 契約条件 

（１）一事業年度に１回、本県が指示した時に買受人は次の書類を本県に対し提出するものとする。

なお、買受人は、本県の求めに応じ、本県が実施する提出資料等に関する調査に協力するもの

とする。 

ア 電気関係報告規則（昭和４０年通商産業省令第５４号）第２条に規定する発受電月報 

イ その他、本県が指示する書類 

（２）電力・ガス取引監視等委員会（電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第６６条の２の規

定により経済産業省に設置）において検討されている発電側基本料金が契約期間内に導入され

た場合は、併せて国が示すこととしているガイドラインに基づき、本県及び買受人は発電側基

本料金の転嫁に係る契約変更の協議を行い、必要な額を電力量料金に転嫁するものとする。 

 

５ 法令等の遵守 

買受人は、本契約の履行に当たっては、関連する諸法令や技術要件等を遵守するものとする。 

 

６ 運用申合せ書の提出 

本契約に関する運用については、本県及び買受人は双方協議して定めるものとし、必要な場合

は買受人が運用申合せ書を作成するものとする。 

 

７ 疑義の決定等 

本仕様書の各条項に疑義が生じた際には、本県及び買受人は双方協議し、定めるものとする。 

 

以上 


